
グローバル時代における東南アジア農村住民

－フィリピン・ルイシータ農園の社会経済変化と共同性－

西　相　　　知

はじめに

本稿はグローバル時代におけるフィリピンの地方住民の社会経済変化を農業労働者の制度変革に

よる生活向上を目的とした運動に焦点を当てて考察する。まず，グローバル経済の進展と反グロー

バル運動の高揚に関して整理し，グローバルな社会運動がフィリピンのような発展途上国の地方住

民による社会運動に一定の役割を果たす可能性があることを明らかにする。次に，フィリピン，タ

ルラック州で2004年に起きた農業労働者の運動の全貌を聞き取り調査による農民からの視点，主に

文献による地主の視点に分けて考察する。最後に農村の住民の経済的発展のための条件として階層

を越えた共同性，市民社会の成熟が重要であることを議論する。

1．グローバリゼーション

1．1グローバリゼーションの展開

世界銀行（世界銀行　2004）によれば世界経済のグローバリゼーションは現在まで3つの波があっ

たとし，次のように説明する（図1参照）。第一波は，1870年から1914年の期間で，帆船から蒸気

機関への転換などによる輸送コストと英仏通商条約に始まる関税障壁の低下によって引き起こされ

た。鉄道のような新しい輸送技術は一次産品の輸出の機会を拡大した。ヨーロッパから多くの人々

が一次産品の生産のため北アメリカ，オーストラリア，ニュージーランド，アルゼンチンに移住し

た。その結果，ヨーロッパの製造業製品とこれらの地域の一次産品が交換されるという貿易パター

ンが作り出された。これらの国々は，一次産品を輸出すると同時に移民，制度，資本の輸入を進め

た。この時期，地球規模での平均所得は拡大したが，南米などの土地所有権が集中している地域に

おいて貧富の差を拡大した。1914年から1945年までの両大戦間は，地球規模での保護主義が高まり，

国際貿易を後退させた。ナショナリズムの高まりは同時に人口流入（移民）にもネガティブな影響

を与えた。第二の波は1945年から1980年である。第二次大戦後この時期は，製造業製品の貿易自由

化を進める先進国と，先進国の農業と競合しない一次産品のみ貿易障壁を撤廃する発展途上国とに

分かれた。この時期，豊かな先進国は製造業製品の各国間の貿易によって繁栄した。これに対し，

発展途上国は一次産品を先進国の工業製品と交換という「南北貿易」への回帰が進行し，資本と労
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出所：（世界銀行　2004：27）

図1グローバリゼーション3つの波

働の移動は見られなかった。集積と規模の利益は貿易障壁と劣悪な投資環境のため発展途上国には

浸透しなかった。グローバリゼーションの第3波は1980年ごろ生じた。この時期から先進国では製

造業に対する関税が継続的に引き下げられ，発展途上国においても貿易・投資の自由化が進められ

た。さらに，コンテナ化や空輸は輸送コストを引き下げ，通信分野の技術の発達によってより多く

の国が国際的生産ネットワークに加わることとなった。発展途上国の近代的生産に必要なインフラ，

人的資本，制度の整備は世界市場への参入を可能とした。

このような新自由主義的なグローバリゼーションは，スーザン・ジョージ（ジョージ　2004）に

ょれば20年以上にわたる権力を持ったアクターによる政治的選択の結果である。これは80年代の南

側諸国の債務危機への対策として，IMF，世界銀行，アメリカの研究者などがワシントンに集まり，

新自由主義的な「構造調整プログラム」を課すことを合意したいわゆる「ワシントンコンセンサス」

である。ワシントンコンセンサスの主な執行者であるIMFは債務国に国際的破産か，「構造調整プ

ログラム」を受け入れるかの選択を迫ったのである。

以上のとおり世界規模での経済のグローバリゼーションが激しく展開しているのは事実である0

しかし，この事実に対して必ずしも世界銀行のような楽観的な見方を世界中の人々が行っているの

ではない。このような，新自由主義的なグローバリゼーションを賛美する捉え方に対して，むしろ，

後で考察するように現在の新自由主義的なグローバリゼーションは多国籍企業の上人勝ち」を単

に押し進めるものであり，貧困・環境問題の原因となるという見方もある。今日，この経済のグロー

バリゼーションに関して様々な意見が戦わされているのであるが，実際に展開していることは

wTOやIMFの国際会議を反グローバリゼーションのデモを行い妨害するといった「対話」のない

「小競り合い」である。

1．2反グローバリゼーション運動の展開

ワシントンコンセンサス以降の世界経済は，多国籍企業を中心とした経済のグローバリゼーシヨ
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ンが展開しているが，この動きに対して近年，世界規模での反対運動が進行しているか（北沢

2003）。1998年，1月には，スイスのダボスで毎年開かれる主として「資本主義先進国」の政・官・

財のトップが世界経済について語る「世界経済フォーラム」対抗する形で，従属理論学派のサミー

ル・アミンが「第三世界フォーラム」主催した。第三世界の社会科学者50人が集まり，ダボスの近

郊で新自由主義に反対する議決が採択された。1998年6月のバーミンガムサミットにおいては，ジュ

ビリー20001は，2000年までの貧しい国の債務帳消しを求めて7万人の「人間の鎖」で会場を取り

囲んだ。サミットの議長であった当事のイギリスの首相のブレアーは，ジュビリー2000の代表者と

会い，最貧国の債務救済を約束した。1999年11月　シアトル世界貿易機関（WTO）閣僚会議に対し

ては世界中から，人権・環境問題のアクティビスト，労働組合の活動家，第三世界の農民などが数

万人集結しデモなどの活動を行った。2001年7月のジェノバG8サミットでは，世界中から20万人

以上の市民が集まり，反対運動を繰り広げた。これに対し，治安部隊がデモ隊を暴力的に制圧し，

市民一人が死亡した。2001年1月　ブラジルのポルトアレグレ2で第1回世界社会フォーラムが開

催され，一万6千人の市民，農民などが参加し，新自由主義を批判し，資本主義の世界支配を反対

した。その後，世界社会フォーラムは毎年，ポルトアレグレで開催されており，2004年には参加者

が12万人に達した。

反グローバリゼーションの類型

反グローバリゼーション運動は，新自由主義的な経済のグローバリゼーションに反対するという

点では共通するが，ロビー活動型か直接行動型か，あるいは資本主義自体をどう捉えるかに関して

は必ずしも一致していない。

北沢はつぎのように反グローバリゼーション運動を分類する。「1999年のシアトル以降の反グロー

バリゼーション運動は「多国籍企業に率いられたグローバリゼーション」「ネオ・リベラルなグロー

バリゼーション」に反対するという点では一致しているが，WTO，IMF，世銀，それを支配するG7

に対する戦略は二つに分かれる。第一の戦略は，WTO，IMF，世銀にたいしてその存在を認めつつ

政策を変更させるための提言活動やロビー活動をおこなう専門家集団による資金力の豊富な国際開

発・環境NGOである。このグループにはオックスファム，WF，地球の友，クリスチャン・エイ

ドなどが含まれる。第二の戦略はアタックをはじめとする農民・労働者・女性などによる反グロー

バリゼーションの社会運動グループや直接行動グループでありこれらの国際機関の解体を要求して

いる」とし，間接行動型，直接行動型に分類されることを明らかにしている（北沢　2003‥128）0

バグワティは，反グローバリゼーションは二つの集団に分けられるとし，第一の集団は，相互に

関連する反資本主義と反企業意識を共有するグループであり，もうひとつのグループは経済のグロー

ー　イギリスで1996年にキリスト教3団体とオックスファムによって始められたキャンペーンで，1997年には国

際自由労連が参加し，国際市民社会初の巨大連合体となった。

2　ポルトアレグレ市は，市の収入のうち公務員の給料を差し引いた事業費の80％が，市内の16のコミュニティ

の自主運営に任されており，参加民主主義のモデルといわれている。
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バリゼーションが発展途上国の貧困や環境破壊を生む要因だと考えるグループであるとする（バグ

ワティ　2005）。つまり，資本主義自体を問題と考えるグループと資本主義の運営に問題があると

するグループに分類されるということである。

反資本主義運動はアメリカ中心の世界経済の再編を批判する。フォックスは，左翼運動家の旗手

であるチョムスキーのグローバル経済化に関する論点を次の5点に集約している（フォックス

2004）。①アメリカ政府と主要な多国籍企業は基本的にアメリカの利潤を可能な限り増すために世

界を運営する。②利潤主導のグローバル体制は，グローバルな失業問題に無関心のように見える。

③グローバル体制は，ロシアを服従させるために新自由主義「改革」を用いた。④社会契約が損な

われるかもしれないために，世界中の普通の人々の展望は悲観的である。⑤アメリカの保護貿易政

策は，裕福な人々には優れた公共医療制度を供給するが他の人々には供給しない。このような立場

と若干異なるのが修正資本主義運動である。アメリカ中心の貿易体制に反対し建設中のマクドナル

ドを破壊しメディアで有名となったフランスジョゼ・ボベなどはむしろ資本主義を全面的に否定す

るのではなく，その運営や貿易システムに疑問を抱き運動を展開している。彼は，「現在，市場が

社会を組織し，健康，文化，教育など，人間のあらゆる活動を金銭の論理で統合し，最終段階とし

て生命体まで商品化するという考え方と社会を組織する力を持つのは，市民，政治的な組織，生活

空間，環境だという考え方が衝突している」とし，市場が浸透すべきではない領域における市場の

支配を懸念する（ボヴェ2004：183）。また，フェアートレードを主張する人々は，貿易自体は否

定しないが発展途上国に不利な価格システムに疑問を投げかける。ランサムは，自由貿易の体系は，

価格が最良，かつ唯一の専決者であるという前提に立ち，ほかのものは「歪曲」や「政治的介入」

に脆弱で信頼できないとするが，実際には，北の国は債務の仕組みを利用した政治的介入をおこな

い低い物価上昇率を可能にしている。しかも巨大企業は合併してひとつの区別のつかない塊になり，

国際競争の内実などなくなってきているとし公正な価格での貿易の必要を主張する（ランサム　20

04）。このような反グローバリゼーション運動に一定の距離を置いているのがイスラム諸国である。

イドリスは「驚くことにグローバリゼーションに抵抗する国際的な運動が大規模に始まりながら，

概してムスリム国家やムスリム社会からは賛同も独自の意見も出なかった。ムスリム国家のあいだ

でグローバリゼーションに対する世論が緊急に形成されなければならない。ムスリム諸国が開発を

進め，貧困や識字率，失業，大きくゆがんだ所得と富の分配という問題を開発するには，グローバ

ルな資本主義システムから経済を離脱させ，自律しなければならない。離脱とは，他国と経済関係

を持たないことではない。自分たちの条件で国際システムに参加することである」という（イドリ

ス　2003：231－232）。

反グローバリゼーション運動の行方：グローバル市民社会は成立可能か？

最後にこのような世界的な反自由主義運動が実際につながる可能があるのかどうかについて議論

するうえで重要な論点を整理する。近年におけるグローバルな社会運動の展開を電子ネットワーク

の発達をぬきにして語ることはできない。1998年にフランスで結成され，超国家的な金融取引に対
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する課税を求めるアタック（ATTAC：行動に向かう民衆教育運動）は運動のグローバルな展開の

成功を次のように表現する。「アタックは多国間投資協定に反対する闘いのなかで生まれたがその

活動と組織つくりの上で電子ネットワークのもたらすメリットを享受している。アタックのサイト

は特殊テーマにかかわる専門グループが形成され，参考資料の収集，伝達，集約を行っている。こ

のサイトは専門家のためのサイトと同時に活動家のための道具としても機能しているのである」

（ATTAC2003：43－46）。谷藤は，「メディアやメディアを媒介とした活動は，市民や市民社会とと

もにあった。市民や国家そのもののためでなく，少なくとも，市民そのものの発展や市民が社会生

活形成するための原則や原理を発見するためにあった」とする（谷藤　2004：31）。電子メディア

という新しい媒体はグローバル社会に対してグローバルな市民を作り出す可能性を生み出したので

ある。

グローバルな社会運動は，同一の問題に対し異なった見解もつ人々や団体を結びつけるためには

緩い結合体とならざるをえない。この点をボヴェは次のように表現する。「行動を起こすために手

の込んだ理論なしに人々が団結するという現象がシアトルでは見られた。健康，食料，教育，水資

源，生命体の保護といった，人々の関心のある具体的問題を軸に運動は進められるべきだ。ビア・

カンペシーナがその良い例である。食糧自決権，農民数の維持，遺伝子組み換え生物（GMO）の

拒否，生物多様性，環境保護，多国籍企業との戦い，要求が中心課題となり運動の軸となった」

（ボヴェ2002：207）。

反グローバリゼーション運動は電子メディアの力を借りて緩い結合を確実に拡大している。しか

し，緩いがゆえに現在の新自由主義に反対するという共通項はあるが細部において主張は必ずしも

一致していない。このようなグローバルな運動はただちに世界各国の社会経済の変革につながるわ

けではない。むしろこのようなベクトルが反応する国内の諸条件が整っているかどうかに左右され

るのである。

次の章ではこのようなグローバルな農民運動が発展途上国の農民を取り巻く社会経済構造変化さ

せるための条件についてフィリピン，タルラック州のサトウキビ農場，ハシュンダ・ルイシータの

農業労働者の運動を事例に考察する。

2．ハシエンダ・ルイシータにおける農業労働者の運動

2004年に賃金や労働条件に不満を持った農業労働者，製糖工場労働者が長期ストライキを行い，

それに対して軍・警察が発砲しスト参加者側に死者を出す惨事につながった。この出来事は経営者

側の近代化特にグローバル資本との結託に関わる問題を提起することとなった。また，興味深い事

実はこのサトウキビ農場経営は農業労働者が株主となる株式会社の制度を取っているがこれは政府

の農地改革の一環として導入された制度であるということである。経営者側のコフアンコ一族は経

済の近代化，グローバル化の流れのなかで様々な政治的，経済的資源を利用して対応してきている。

このような動きのなかで労働者側はただ一方的に受動的に変化を受け入れるだけにすぎないのであ
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ろうか，それとも積極的に状況を変化させる力になりうるのであろうか？この点においてはグロー

バルな反グローバリゼーション運動やメディアの存在が重要な鍵になるのである。実際，ハシュン

ダでの出来事はグローバルなメディアの注目を浴びその情報が世界中に伝わった。そのなかでもイ

ンディペンデントメディア（Independent Media）は積極的にニュースを流した。

2．1農業労働者から見たハシエンダ

2006年2月に農業労働者と軍との衝突に関わった2つの村，バレテ村とロルデス村の村民に対し

てグループ・ディスカッション（FGD（FocusGroupDiscussion））をおこなった4。主なトピックは，

労働者の構成，運動の母体となった労働組合，彼等の要求，運動の中心課題である農場経営におけ

る株式制度（SDO：StockDistributionOption）に関する意見，経営母体であるハシエンダ・ルイシー

タ株式会社（HLI：HaciendaLuisitaIncorporated）に対する意見，運動におけるメディアやその他の

外部組織の役割，将来の展望などである。

現在の労働者組合の組合長はバレテ村の出身であり，村民の多くが事態の悪化する以前からスト

ライキに参加するなど戦闘的であるのに対し，ロルデス村ではストライキに参加していない者が多

く，参加者もむしろ組合に強制されたためというケースもみられた。

村の概況・FGD参加者

ハシエンダ・ルイシータは宅地を含み，6，738ヘクタールで，10の村で構成されている。サトウ

キビ農場は，コフアンコ一族の経営者側と農業労働者が株式を所有する株式会社の形態をとってい

る。この会社HLIは各村に一人ずつ世話係（steward）を任命している。

HLIの労働者は雇用の形態によって，日雇い，季節雇用（6ケ月），常勤一般業務，管理・事務

職の4種類に分けられる。日雇い，季節雇用労働者は農業労働者，常勤労働者は現場監督，機械工，

守衛などである。管理職は農業技術者や事務業務の担当者である。ハシュンダには農業労働者の権

利や特権に関する交渉を行う目的でルイシータ労働組合連合（ULWU：UnitedLuisitaWorkers’

Union）が組織されているが，組合員は日雇い，季節雇用，常雇用（一般業務）で，管理職は含ま

れない（HLIの従業者の分類については表1を参照）。組合書記は選挙によって選ばれ任期は3年

間である。HLIの経営側と農業労働者とは労働条件に関する交渉と株式に関する交渉とは別個に行

われる。前者に関しては労働組合の書記長と各村一人ずつの代表者（計10人）が交渉を行い，後者

に関しては労働組合書記長，日雇い，季節雇用，常雇用，管理職の代表者各一名（計4名）がおこ

なう。

FGDはバレテ村の村民に対して1回，ロルデス村の村民に対して1回行った。バレテ村より14

人が参加した。平均年齢は50才で全員が村で生まれ育っている。ハシエンダでの労働期間は平均で

‘1質問項目に関しては西村と川田が基本的枠組みを作成し，PCARRDのアキノ氏および助手3人（バグカリ

ワガン氏，バトウン氏，アニ氏）が内容の修正・追加をおこなった。司会進行，記録はアキノ氏および助手

がおこなった。
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表1　Huの従業員の分類

分類 職種
組合員への

加入
雇用期間

SSS／Philihealth　加入
有給休暇

日雇い農業労働者

（casual）
農業労働者 ○ 1 日 ○ 無し

季節労働者

（casual）
農業労働者 ○ 6 ケ月 ○ 15日間

常雇用労働者

（pcrmanent）
現場監督 ○ 1年以上 ○ 30日間

　 管理職労働者

（supervisory／con餌ential）

農業技術者

事務
× 1年間以上 ○ 不明

出所：筆者の聞き取り調査による。

32年である。全員が日雇い農業労働者である。ロルデス村からは男性11人，女性5人の計16人が参

加した。既婚者は14人，独身者は2名であった。このうち日雇いが12人，もと常雇で現在解雇され

無職が2名，海外労働経験者の無職が1名，村長が1名である。年齢は20歳から59歳であった。一

名の転入者を除きすべてが村で生まれ育っている。

農業労働者ストライキ

バレテ村村民の説明によればストライキのいきさつは以下のとおりである。2004年8月8日に

HLIより，雇用削減の告知が出される。経営側は赤字・経営難を理由にさらに9月26日以降雇用削

減が行われる。常雇用労働者のみ解職手当てが支払われた。日雇農業労働者にはなんらの手当ても

なかった。11月6日の労働組合幹部の人員削減が引き金となりストライキが始まる。

硯組合に対する見方は二つの村で大きく異なる。現組合書記長の居住するバレテ村の村民によれ

ば，以前は，労働条件や手当てに関して経営者側にいくつかの改善要求が組合員から出されたが，

書記長はこれらを実現することができなかった。彼等がHLIの経営者側に買収され，支配されて

いたからであるとする。ロルデス村の村人も労働者の不満・要求は経営側に伝わったとしても代

表者が経営者側に買収されてしまい，組合員に結果が知らされないと言い，同様の意見であるが，

現在の執行部は特に腐敗していると主張する。

ストライキにおける要求に関する説明はストライキに当初から参加していたバレテ村の村民の説

明がより具体的である。彼等によれば，組合が最も交渉したい内容は雇用の減少である。その次に

様々な手当て，社内福祉である。1960年代から1980年代は月曜から土曜日まで，しばしば日曜日も

雇用があった。電気代の無料化などの恩恵も受けていた。しかし，1980年代後半になると，植え付

け，施肥などの機械化によって雇用が減少し始めた。1990年代に入ると雇用はさらに減り，1993年

頃から週3日程度の雇用となり，医療費の手当てが支払われなくなった。2002年頃からはさらに雇

用は減り，週に一日あるいはそれ以下の雇用になってしまった。2004年に新しい組合幹部が選出さ
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れ，本格的な団体交渉が始まった。組合の要求は以下のとおりである。①雇用を週1日のレベルか

ら5日に引き上げること②日給を引き上げること③医療の無料化④教育ローンを含めた月給相当額

の融資⑤米の貸与⑥交通費の手当て⑦スクールバスの無料化である。これらの要求をおこなった組

合幹部は10月31日以降の人員削減の対象となり，このことが前述のとおりストライキの引き金になっ

たのである。

政治団体，NGO，メディアの対応

ストライキにおいては，NGO，宗教団体，政治団体が支援を行った。特に，バヤン・ムーナ

（Baya。M。n。）やアナック・パウイス（AnakPawiS）のメンバーは実際にストライキに参加した。

また同じ敷地内にあるインダストリアルパークのIWS社の労働者も加わった。団体交渉が難航し

始めたとき製糖工場の労働者の組合のCATLUもストに参加した。ストライキを始める前に，組合

の幹部は地方政府の役人（市長や州知事）に支援を申し出たが対応がなかった。ストの開始以降，

治安状況の確認のために彼等は始めて現れた。

ロルデス村の村人によると，メディアは11月15日の出来事をスクープし始めたo ABS－CBN，

GMA，NBA，NET25，その他のメディアがラジオ，テレビでの報道を行った。全国局のDZRH，ラ

ジオ・バンデイード（Rady。Bandido），ボンボ・ラジオ（BomboRadyo）などのほかに地方局がス

クープしているが，地方局ラジオがより完全な形でレポートをライブで伝えた。また，ラジオはテ

レビよりも先にストをスクープした。ヌエバ・エシハ州のラジオ局はスト直後の11月7日に現地

取材を行っている。タルラックのローカルラジオ局ではDZXTのみが取材をおこなった。事件の

スクープは不十分で不正確あった。例えば，メディアによれば発砲はスト参加者から始まったとす

るがそれは誤りである。メディアはバランスを取り公正であるべきであると主張する。しかし，彼

等によれば，メディアはこの事件を世間に知らしめるには有効であった。メディアのおかげで国会

上院におけるヒアリングが行われ，調査団がサトウール・オカンポ（SaturOcampo）によって派遣

された。アロヨの政敵である社会福祉・開発省の大臣デインキ一・ソリマン（DinkySoliman）はス

トの支援を行い，衝突で亡くなった人々の家族を助けた。また，メディアはコフアンコによるSDO

への反対意見を反映させるのに役立ったとも主張する。

バレデ村の村民に，将来展望に関して彼等の計画について質問した。その結果，もし株式制度が

廃棄され農地が再配分された場合は，農地は売却せずに野菜，サトウキビ，その他の作物を作付け

農業活動を行うという意見が出された。また，労働者間の組合あるいは会社をつくり農業活動をお

こない信用供与などの支援をおこなうという考えの者もいた。当座は給与が支払われなくても組合

（会社）を成長させるのに尽力するという考えである。農地の所有者になれば当然，生産性向上の

努力をおこなう，農業労働者にとって，最終目的は農地の所有であるという考えの者が多かった○

また，HLIの事業と経営活動に関する情報を得て，株主としての正当な配当を受けることを求めて

いくという当然の権利を主張するものもいた。
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コフアンコ一族に対する農民の不信

コフアンコ一族への農業労働者の不信は1950年代後半に遡る。コフアンコ一族はスペイン人から

砂糖のハシュンダと製糖工場を政府の中央銀行から融資を受け購入したが，その条件として，マカ

バガル大統領と，10年後にスペイン人経営の時代に農地を開墾した小作人に農地を再配分すること

を約束した。しかしこの約束は守られることなく，ロルデス村の村人によれば，農地の権利を主張

し殺害された者もいたという。

その次の不信は，SDOの制度に対してである。SDOが導入される前に村人に対しSDOか農地

配分かを選択する投票が行われ，結果的にSDO賛成が絶対多数を占めたわけであるが，この背景

にはSDOを賛成する組合幹部，組合員によるSDO反対者に対するハラスメントがあったことをバ

レテ村の村人は証言している。実際，投票をボイコットした者も多数いたという（表2参照）。い

ずれにせよ投票結果に基づき導入されたSDOであるが，この制度に対する村人の不信感は非常に

強い。

表2　ハシエンダ・ルイシータにおける住民投票

（株式制度化か農地再配分か）（1989年10月14日）

バ ラ ン ガ イ （柑 ）
投 票 登

録 者 数

投 票 者

数

投 票 率

（％ ）
S D O ％ 農 地 ％ 無 効 ％

A stu ria s 4 0 7 3 6 8 9 0 ．4 3 5 2 9 5 ．7 12 3 ．3 4 1．1

B ale te 74 0 6 3 1 8 5 ．3 6 2 4 9 8 ．9 6 1 ．0 1 0 ．2

B an to g 4 2 1 3 8 7 9 1 ．9 38 1 9 8 ．4 4 1 ．0 2 0 ．5

C u tc u t 6 6 9 5 8 5 8 7 ．4 5 7 2 9 7 ．8 8 1 ．4 5 0 ．9

L u is ita 78 3 6 4 9 8 2 ．9 6 20 9 5 ．5 18 2 ．8 1 1 1．7

M o trico 6 4 7 4 9 9 7 7 ．1 4 74 9 5 ．0 6 1 ．2 1 9 3 ．8

P a n d o 5 8 9 4 5 0 76 ．4 4 0 0 8 8 ．9 4 7 1 0 ．4 3 0 ．7

P a sajes 6 1 1 4 8 6 79 ．5 4 6 6 9 5 ．9 19 3 ．9 1 0 ．2

S an M ig u e l 6 8 0 5 9 4 8 7 ．4 5 7 5 9 6 ．8 3 0 ．5 1 6 2 ．7

S an　S e b a stian 5 6 1 5 16 9 2 ．0 5 0 5 9 7 ．9 7 1 ．4 4 0 ．8

T ex a s／L o u rd es 18 8 15 0 7 9 ．8 14 8 9 8 ．7 2 1 ．3 0 0

出所：タルラック州農地改革省。

またFDGで気づいたことは村人がSDOを十分に理解していないことである。SDOはコフアン

コ一族と農業労働者の代表とによって交わされた合意書（MOA：MemorandumofAgreement）に基

づいているがこの内容が村人には伝わっていない。ロルデス村の村人によると投票の前にHLI経

営者側からの説明はあったが農地改革省からの情報提供は一切なかったという。ロルデス村の村人

によればMOAのコピーは村人に渡されていないという。MOAの基本的な内容は，ハシエンダ・

ルイシータの総資産の1／3を農業労働者に属すること，農業労働者はHLIの株主となり収益の3％

を労働日数に応じて配当されるということである。村人の不十分な理解を前提としてであるが，バ

レテ村，ロルデス村の村人のSDOに対する不満は以下に集約することができる。①配当が支払わ
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れていない，②総資産の1／3が農業労働者に帰属するにもかかわらず，コフアンコ一族が工業団地

建設のために売却した農地の売却益が農業労働者に分配されていない，③2019年以降に株式の現金

化が可能であることが合意されているが，その具体的な手続きが不明である。また，相続以外は譲

渡不可能な株式は納得がいかない。もともとこの会社制度はコフアンコ側が一方的に情報を管理す

るという状況で運営されているわけであるから農業労働者が様々な不利益をこうむるのは当然のこ

とのように思える。仮に，コフアンコ側がMOAを遵守するとしても収益を最小限，あるいは赤字

に操作することができるわけだし資産の売却益も－一族内の売買を行う場合には最低の数字を提示す

ることができるのである。

2．2コフアンコ一族とハシエンダ経営

ハシエンダ・ルイシータの歴史を経営側から考察することによって，地方の住民が資本の動き，

それに対応した制度の変化によっていかなる影響を受けるかが明らかになる。以下のハシュンダの

経営史に関して著者がHLIで入手した資料とパッツエルの研究（Putzel1992）に基づいている。

パッツエルによれば，ハシエンダの歴史はコフアンコ一族の結束から分裂への転機であった0

1870年代に，ハシエンダ・ルイシータの経営を開始したホセ（通称ベベ）の祖父にあたるホセ（通

称員インコン・ホセ）がタルラック州パニキ市に入植し，金貸しなどを行いフィリピン革命期の19

世紀末には一一族は大地主になった。インコン・ホセの孫四人（ベベ，フアン・アントニオ・エドゥ

ァルド）は1928年にパニキ製糖工場（PaniquiSugarCentral）を創業し，4人で3年周期の共同経

営を行った。1938年にはベベが初代会長となり4人でフイ1）ピン商業銀行（PBC：PhilippineBankof

c。mmerCe）の創業を開始し，いかなる投資も4人が参加することを合意した。銀行，農業，製糖

を基盤とし一族の結束の強い経営母体が形成された。しかし，このような結束はベベが単独でハシ

ェンダ・ルイシータを購入し，PBCを離れ単独でファーストユナイテッド・バンク（FirstUnited

Bank）を創業することによって一気に分裂した。

ハシエンダ・ルイシータのスペイン資本時代の歴史に関してはHLI資料に詳細が説明されてい

る。スペイン資本のマニラに工場を持つタバコの生産会社，タバカレラ社は19世紀末，1881年のタ

バコ専売制の廃止に向けて将来計画を模索していた。経営本部はギスパート（Gisbert）を雇い，

開発に適した土地を調査した。彼は，マニラからダグパンへの鉄道の延長計画（実際には1892年に

着工された）を入手し，タルラックの鉄道近辺の近隣の側やクリークからの豊富な水源に恵まれた

12，000ヘクタールの土地の購入を最高経営責任者に提案した。この提案を受け・タバカレラ社は

1882年に農地をスペイン王から購入し，ハシュンダ・ルイシータの名で土地登記が行われた。ルイ

シータの名は，タバカレラ社の創設者・初代社長の最高経営責任者，ドン・アントニオ・ロペス

（D。。Ant。。i。し。p。Z）の妻，ドナ・ルイサ（DonaLuisa）にちなんでいる。ルイサは，ルイシータ

（Luisita）の愛称で呼ばれていたようである。土地の購入後，1886年までギスパートは当時・荒地

であったハシュンダの詳細な地図を作成し，開発計画を立案した。地図の作成後は，荒地を開墾す

るためにヘクタールあたり50ペソを支払い，植民者を募集した。植民者は手作業で開墾し，米作，

－64－



グローバル時代における東南アジア農村住民

経営本部　　 農業　 l 工業

195 8 TA D E C O サ トウキ ビ農場

l

　t

196 4 J C S I r

C A T （＋T A D E C O ）

C A T T A D E C O
！　 手　】 l　　　 l

197 7 l
l1
弓＋ 巨

；　 巨

l
1980

】
】 1
】 ll

】
l　 ◆

l ト
l ．
l

】芸 ＝ ‖ Ⅰ 【t
1
． 1

CATRC

！レジャー

LGCCInc．

図2　ハシエンダ・ルイシータの事業経営の変遷

サトウキビの作付けをおこなった。1927年には，タバカレラ社が大半の株式を所有するCAT

（CentralAzucareradeTarlac）が創設され，翌年には操業を開始する。また，CATの一部門として

蒸留酒製造会社，TADISCO（TarlacDistrilleryCorporation）も設立された。これらの経営は，1943

年から1946年の第二次対戦中を除けば1950年代後半まで経営は順調に進んだ。しかし，1950年代の

後半となるとハシュンダは反政府グループ，フクバラハツプの拠点となり労働争議が相次いだ。ス

ペイン人の会社経営者はフィリピン人のエンカルガード（世話人またはマネージャー）に経営を任

せスペインに帰国してしまう。エンカルガードは職務不履行，職権の濫用を繰り返し，バルセロナ

に戻っていた経営者は企業を売却することを決断した。購入希望者は多く，最初の言い値の3000ペ

ソから1000万ペソに跳ね上がったという。1957年，ベベは投資者を募り，ハシュンダ・ルイシータ

CATの購入交渉を開始し，1958年に交渉が成立した。ベベは新しい経営本部，タルラック開発会

社（TADECO：TarlacDevelopmentCorporation）を設立した。これは現在の経営本部，ホセ・コフア

ンコ・アンド・サンズ（JoseCojuangcoandSonsOrganizations）の母体である。

パッツエル（Putzel1992）はこのベベの会社購入，初期の会社経営，マルコス政権下の経営か

らコリー・アキノ政権にいたるまで，当時はタルラック州コンセプション市の市長であったニノイ・

アキノ（NinoyAquin0）の存在が重要であった経緯を明らかにしている。ニノイは後にベベの娘，

コリー（CoⅣ）の夫となる。ニノイは，会社購入の意欲を見せていたピサヤ資本のロペス家がタ

ルラックに進出することを嫌っていた。彼は政府からの融資を受ける仲立ちをした。結局，

TADECOは政府から5，911，000ペソ，米国銀行から2，128，480ペソを中心に960万ペソの融資を受け

た。政府から融資を受けるにあたっては，10年後，小作人から要求があった場合，農地を再配分す

ることが約束された。ニノイは1958年から1960年にかけてハシュンダ・ルイシータのマネージャー

となり，機械化を進めるとともにフィリピン大学農学部（UPLB）や農村開発NGO，PRRM（Philip－

pineRuralReconstruCtionMovement）の協力の下，ハシュンダの生計活動計画を実施した。1961年

にタルラック州知事となった後には，USAIDの援助を受けさらに生計活動計画を推し進めた。ま

た，米軍の演習にハシュンダの利用を認めた。ニノイの政敵であったマルコス大統領は，農地の再
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配分をハシエンダ・ルイシータに迫った。1967年は，LandTenureAdministrationを通じて小作人へ

の農地再配分の時期を確認したが，ハシュンダ側は小作人の要求がないため再配分の必要はないと

回答する。ニノイが獄中にあった1978年には中央銀行と金融委員会から農地の再配分を確認する手

紙が出される。1979年にニノイが米国に出発する前日には，政府（中央銀行，金融委員会，農地改

革省）はハシエンダ・ルイシータを起訴した○しかしヒアリングが行われたのは1983年であった0

1983年にニノイが暗殺され，マルコス大統領の人気が下がり，1985年にコリーが大統領選挙に出馬

表明した後には起訴は本格化した。しかし，1986年にマルコス大統領がピープル・パワーによって

失脚し，国外逃亡し，コリーが政権を取ってからは事態が一一一変する。1987年にはコフアンコは控訴・

弁護人が訴訟人の意思を確認するために審議が中断せれる○結局，1988年には訴訟は取り下げられ

てしまう。コフアンコは農地の再配分はせずに農業労働者をも株主にしてハシエンダを地主と農業

労働者の所有する株式会社にする計画を作成し，1989年2月に農地改革省はこの計画を承認した。

この計画は，「農業関連企業は農業労働者に総販売額の2．5％を農業労働者に支払わなければならな

い」とするE．0．229，「農業関連企業は土地または株式が配分されるまでに，総販売額の3％・純

益の10％を支払わなければならない」とするR．A．6657の法律に準じることになった。同年5月に

は，新しい株式会社，ハシュンダ・ルイシータ株式会社（HLI：HaciendaLuisitaInc・）と農業労働

者の間で合意の覚え書き（MOA：MemorandumofAgreement）が交わされた。タバカレラ社からベ

ベが購入した農地は6413ヘクタールであったがHLIの農業用地は4915．75ヘクタールで，残りの約

1500ヘクタールは農業用地ではないと主張した。このSDOは，暖味な資産査定，設備の査定額，

流動資産額の操作（企業内取引による）によって資産価値を実際より低く査定し農業労働者への株

式配分（予定額）を大幅に低く設定した。

HLI資料は，ハシュンダ・ルイシータの産業活動が単なる農業，農業関連産業に特化しているわ

けではなく，事業の多角化を進めていく流動的な性格であることがわかる。1958年には，9ホール

のゴルフ場を作り，1977年にはルイシータ・ゴルフ・カントリー・クラブ社（LuisitaGolf＆

C。untryClubInc．）を設立した。また，1964年には経営本部をTADECOに代わりホセ・コフアン

コ・アンド・サンズ社（JCSI：JoseCojuangcoandSonsInc．）とし，商業部門としてルイシータ・マ‾

ケテイング社（し。isitaMarketingCorporation）を設立した。1954年小売法で，小売業は100％フィ

リピン資本であることが規定されていたため，外国資本が参加していたCATが商業活動を行うこ

とができなかったためである。また，TADISCOをCATから独立させた。1977年にはルイシータ不

動産（し。isitaR。altyC。rp。ration）を設立し休業状態であったが，1995年にはルイシータ・インダ

ストリアル・パークを建設し北部ルソンの工業化の中心地とする計画を進めている。この工業団地

には日本，アメリカ，民族資本が参加している。また，1980年に設立されたCAT不動産（CAT

RealtyCorporation）は住宅分譲地の開発を行っている。

2．3糖業資本と社会経済変化

ハシエンダ・ルイシータで働く人々は，これまでみてきたように糖業資本，コフアンコ一族の一
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連の資本蓄積活動に翻弄されてきた。一族は政府と交わした約束，農地の再配分を履行せずまた，

SDOという彼等の都合の良い制度を作り上げて労働者からの搾取を継続した。一族は，契約関係

（株式制度や賃金制度）を近代化するよりはむしろ，生計活動や社内福利を整備する形で労働者を

ハシエンダにつなぎつけてきたのである。しかし，それでも収益が上がらなくなった時点で一族は

農業労働者を大幅な雇用削減という形で切捨てに向かっている。このような前近代的な糖業資本の

今後の将来展望について経済人類学者のビ1）ッグ（Billig2003）は次のように述べている。植民地

時代，糖業資本は生産割り当て制度・生産地限定を基盤として富を形成した。その背景には銀行が

糖業資本に次期の生産額程度の融資を保証するケダン（Quedan）制度が運用されていた。糖業資

本はその後も様々な特権（土地所有，政治的コネ，認可，ライセンスなど）を利用して資本蓄積を

過去50年間以上おこなってきた。その結果，市場の力から隔離され，非効率で競争力の低い，時代

遅れのインフラに頼ったフィリピン糖業が形成された。そして現在，富と権力を得た糖業資本は，

過去20年ごろより業種を変化させている。糖業に固執したものは逆境にある。糖業資本はいまやア

グリビジネスを中心とした工業，商業，金融，不動産などの業種に溶け込んでいる。つまり，資本

主義の発展と歩調を合わせるように，農村部の農業エリートから都市部の産業エリートへと転換し

ているのである。この他業種に転身した現在のニューパワーと植民地時代から形成された糖業を基

盤とするオールドパワーとには連続性がある。つまり，パワーの座にある彼等は一族が有利になる

ように行動するということである。彼等は一族の卓越した資源，コネクション，近代的教育へのア

クセスによって最も「勝者」に近い位置に属するのである。

まさに，コフアンコ一族はどリッグの措く糖業資本に大方当てはまる。異なるのは，地方にいな

がらにして農業エリートから産業エリートへの転換の方向を模索している点である。彼等はタルラッ

ク州を北部ルソン工業の拠点とする計画を推し進めているのである。この意味で当然，彼等にとっ

てルイシータ農園を簡単に手放すことはできないのである。そして，植民地時代あるいはSDOが

導入された約20年前と大きく異なるのは，フィリピンに新中間層が成長しているからである。そし

てどリッグの表現を借りれば「中間層は「砂糖男爵」の機嫌を取るために砂糖価格を高く維持する

ことに憤り感じているだけではなく，糖業が近代国家に逆行する「封建主義」の権化だと考えてい

る」のである（Billig2003：262）。コフアンコは農地の再配分の約束の反古や不透明なSDO制度の

導入による農業労働者の搾取のような形，つまり農業労働者をペテンにかける形で，農地から農業

労働者を追い出そうとすれば中間層の監視の目が光る可能性があるのである。農業労働者が農地を

選ぶかあるいは別の選択枝（金銭的な解決あるいは新規産業での優先的雇用）を選ぶかは別として，

政府の包括的農地計画（CARP）の一環として導入されたSDO制度の下での農業労働者の当然の権

利（株価，配当，売却資産の農業労働者帰属分，利潤の一定割合）は主張されなければならないの

である。農業労働者の主張がどれだけ認められ，実現するかは，農業労働者が中間層を含む市民社

会とどの程度，共同性を構築することができるかにかかっている。また，彼等の動きは，グローバ

ルな農民運動とも連携する可能性が生まれてきているのである。しかし，あくまでも「可能性」の

レベルであるが。確かに言えることはニューパワーは植民地時代のように彼等の資源やコネクショ
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ンを自由きままに活用し国家の制度を私物化することはますます困難になってきているということ

である。

3．フィリピン社会と共同性・市民社会

3．1フィリピンの市民社会

タルラックの農業労働者のような地方の住民が地方エリートから制度の私物化によって搾取され

る状況から脱却するには地方住民の力だけでは十分ではなく，前述のように中間層のような他のグ

ループとの共同性を基礎とした市民社会が構築される必要があるのである○ここではまずフィリピ

ンの市民社会の特徴を五十嵐の研究（五十嵐2004）を基に整理する。五十嵐は，「多くの途上国で

は，「制度」と「実態」の乗離ゆえに手続き的民主主義が十分機能していない。社会的経済的不平

等が根強く残り，民族紛争も解決していないことが多い。このような現実からすれば，体制移行を

果たしたとされる後でさえ，「民主化」は不断に追求されなければならない。そこでの民主化の課

題は，手続き的民主主義への「移行」やその「定着」だけではなく，実質的民主主義をも求めて民

主主義を「発展」（devel。pment）させてゆくことにある」とし，真の経済開発を実現するためには

実質的民主主義を育成する必要があるとする（五十嵐2004‥35）o「・‥フィリピンの民主主義

が期待された機能を果たしていないことを示唆している0一言で言えば「制度」と「実態」との尭

離と呼ぶべき現象である。この乗離を埋め，いかに民主主義の「中身」を整えそれを発展させてゆ

くか。これが革命後のフィリピンに課せられた大きな課題の1つであった。この「中身」は，時間

が経てば自然と熟するものではない。十分な「栄養」を与えなければ育たない。その栄養分となる

のが市民社会である」と述べ，実質的民主主義における市民社会の役割を強調している（五十嵐

2004：5）。彼は，フィリピンにおける市民社会研究の定義は以下のような3類型があるとする。①

フェレールの定義：集合的な関心事に関して自立的な団体や個人が相互作用しあう公的空間

（NGO，PO，宗教組織，学会，メディア，企業，政治的運動，政党，および家族やクランなどの基

礎共同体）②セラーノの定義：「政治的に活発な大衆セクター」（NGO，PO，COG）③ポ1）オの定

義：国家と社会の間にある政治空間，国家と市場の間にある非営利セクター。地方住民を取り巻く

社会経済環境の変化を実現する共同性を念頭においた場合にはNGOやNPOに限定したセラーノ

の定義では不十分であるがポリオの「国家と社会の間にある政治空間」というのでは暖味である。

むしろ，国家（公）と市場（私）をつなぐ空間（共）と捉えたほう社会経済変化を説明するには有

効である。そのような立場に立てばNGOやNPOなどの非営利団体は市民社会のほんの一部分を

構成するにすぎないということになる。また五十嵐はフィリピンの市民社会の特徴を，①「多様性」

と「ネットワーク」②政治化③制度化の3点に集約している。また，「・‥中間層は常に民主化

を支持する存在ではなく，時には権威主義を支持する暖味な存在であること，そして第三世界の中

間層は少数派で，その経済的地位は上位に属するということが言えるだろう。　‥中間層の政治

的多様性が指摘されてはいるが，経済危機とアキノ暗殺事件以後，中間層が班マルコス民主化運動
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の中で主導的な役割を果たした…・」とし，中間層の役割を強調している（五十嵐2004：72）。

五十嵐の指摘で興味深いのは民主主義観が階層間で異なるという見解である。彼は，「下層階級と

上・中間層では民主主義意味は異なって理解されている。下級階層にとっては「個人の尊厳」，「思

いやり」，「親切」，「同情」がキーワードとなり，上・中間層にとっては「争点」（issues），「清潔」，

「アカウンタビリティ」，「透明性」がキーワードとなる」と主張する（五十嵐2004：234）。ハシュ

ンダ・ルイシータの事例を当てはめると，農業労働者の中にはSDOの「透明性」よりもむしろコ

フアンコの彼等の生活設計への「思いやり」が重要であると考えるものが多いのである。農業労働

者相互のあるいは農業労働者と中間層とのSDOの問題に関する見解の相違は，農業労働者の社会

経済状況が変化するうえで，階層内，階層を越えた共同性の形成が複雑な形で形成される必要があ

ることを示しているといえる。また，この間題はフィリピン市民社会への楽観的な見方に疑問を提

示することとなる。楽観的見解とは，フィリピンの市民社会を世界でも最も活気のあるものと捉え，

地方分権化とNGOの政治参加を社会経済問題解決の糸口と考える見方である。カリーノの研究は

その代表的なものである。彼は，「フィリピンは世界でも最も活気のある市民社会の場である。（中

略）フィリピンの経済活動に従事する人口の1．2％に当たる約280万人がなんらかの恒常的な無報酬

のボランティア活動をおこなっている。（中略）このようなボランティアな活動は12億米ドル，国

内総生産の1．5％に相当する」と述べ，ピープル・パワーを「これらの非暴力の大衆の蜂起は長年

培われた教育，メディア，学会，自発的団体（voluntaryorganizations）を含む市民社会の教育，良

心，動員力の結果である。‥・（中略）…。この価値観（他人を自分の一部とみなすカブワ）がこ

の国（フィリピン）を個人主義ではなくコミュニタリアニズムに導いている」とする（Cari的

2005：15－16）。また，「…フィリピンの1987年憲法は大衆の（政治）参加を様々な重要な条項によっ

て制度化した。（中略）LocalGovernmentCodeof1991はリコールのプロセスを可能にし，5つの

機関の代表者を地方レベルの開発委員会，教育委員会，厚生委員会，治安維持委員会などに参加さ

せること義務付けている」とし，ナガ市のNGO，ナガ市民委員会（NagaCityPeople’scouncil）が，

基本的社会サービスの拡充，コミュニティの組織化とネットワーク作り，市民の地方政府ガバナン

スへの参加，持続的発展と平等性の保障において貢献したと主張する（Carin02005：16）。

3．2フィリピンの地方社会と市民社会

以上，フィリピン市民社会の研究について整理してきたが，ピープル・パワー，NGOへの過大

評価の傾向があることは否めない。また，市民社会研究がNGO研究中心になっており，民主化に

ょる社会経済の問題の解決はNGOが中心的アクターであるという研究が少なくない。しかし，市

民社会とは，NGOだけではなく，生産者，労働者などの利益団体をも含むのである。利益団体，

NGOを含む非利益団体，その他の団体あるいは個人，これらすべてが総体として市民社会は構成

されているのである。ある社会経済問題の解決において，極端な場合，NGOは全く介在する余地

がない場合も想定されるのである。NGO＝市民社会論のもうひとつの問題は，市民社会と産業と

の関係の複雑な構造を軽視しがちであるということである。業種によって，国内市場，国際的な位
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置関係（競争力），労使関係，政府との関係（交渉力），グローバルな提携（例えば国際的な生産者

連合，反グローバル運動，海外在住者との提携）は大きく異なるのである。よって各産業における

市民社会の役割は当然，異なってくる。このようなNGO＝市民社会を超えた議論を展開している

研究としてタデム（Tadem2006）の研究をあげることができる。この研究は経済のグローバリゼー

ションに対する様々な産業の対応を，野菜生産者，繊維産業，養豚業，通信業を例に議論している0

彼女は非利益団体をNGOのほかに教会，政治団体を含めている。利益団体に関しては，野菜にお

いてはや再生産者のみ，繊維産業に関しては，経営者の連合，労働者および組合，養豚業に関して

は養豚業者，関連産業（飼料，食肉解体など），通信業はインターネットプロバイダーに焦点を当

てている。グローバリゼーション以前は野菜の国内市場は未発達であったが国内の市場独占が保証

されていた。繊維産業は，MFA（繊維多国間取り決め＝割り当て制度）によって海外市場が確保

されていた。養豚業者は，生産者の強力な政治力によって国内市場が確保されていた。通信業は

pLDTによって独占されており，インターネットなどの新しい通信業の市場は存在しなかった。経

済のグローバル化（自由化）以降，政府との交渉力の弱い野菜生産者は輸入農産物，スマッグリン

グによって大きな打撃を受けたが，養豚業や繊維産業は政治力を用いて衝撃を緩和した。しかし，

繊維産業の労働者は合理化の打撃を受けた。彼等の労働組合の組織率は非常に弱く交渉力を欠いて

いたからである。この低組織率には労働組合の主要な母体となるCPPが労働条件よりもむしろ政

府の転覆や革命に固執したからであった。通信業に関しては政府の影響を受けて新しい市場が創出

された。タデムは「経済発展の成果の「波及（トリクルダウン）効果」に関心を寄せるのはなく，

大衆に経済的利益を即座にもたらす開発理念を生み出すことが課題となっている」と述べ，経済開

発における問題と階層間の経済格差を関連付けている（Tadem2006：226）。特に経済のグローバル

化に関しては，「貧富の格差の大きな社会ではグローバリゼーションは民主主義の進行を抑制する。

（中略）貧富の格差を是正し，汚職の蔓延する社会に終止付を打つためには大衆のエンパワー

メントが必要である」とし，真の経済開発をもたらすにために経済弱者の交渉力を含めた潜在能力

の増大の必要性を強調している（Tadem2006：204－205）。タデムが，「‥・より多くの資源を有

する産業，つまり養豚業と通信業が（グローバリゼーションの影響を受け）利益をあげるうえで有

利な立場にあることを示している」というように経済弱者がグローバル経済化において潜在能力を

高めるためには「資源」を蓄え活用する必要がある（Tadem　2006：224）。ここでいう「資源」と

は，国会議員，教会，NGO，海外在住者との連携，メディアとの連携，国際的な連携である○タ

デムの研究例では新規の通信業（インターネット）市場は海外在住者の価格引き下げの強い要求の

おかげで新しい市場の創出と低所得者層を含めた全所得階層への産業の拡大が可能となったと述べ

る。逆に野菜産業は，メディアが国内産業の危機を取り上げるという形で「共同性」が生まれたが，

生産者の連携はローカルな連携にとどまり繊維産業のようにグローバルな連携を築くことはできな

かった。フィリピンの市民社会に関して評価できることはポストエドサ期に市民社会と政府関連機

関との対話の余地が拡大していることである。このスペースをローカル，グローバルなレベルでい

かに活用することができるかがグローバル時代の経済弱者の生活設計戦略となるであろう。
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